

























(1) 平成 3年 1月 11 日付国税庁資産税課情報第 1号、中川昌泰『平成 22 年全訂版 Q&A 資産税重要
実務事例詳解』（大蔵財務協会、2010）91 頁、長谷川昭男編『平成 24 年版土地評価の実務』（大
蔵財務協会、2012）361 頁。質疑応答事例「相続開始直前に上場株式が売却された場合の相続財産」
























　相続税の納税資金確保のため、被相続人戊は、平成 17 年 12 月 7 日、Ａ社と土
地建物の売買契約 1 億 7087 万円を締結し、同日にてＡ社から手付金 1700 万円の
交付を受けた（以下、この契約を「本件売買契約」といい、売買の目的となった
土地建物を「本件各土地建物」という。）。
　翌年の平成 18 年 3 月 10 日、被相続人戊は死亡し相続が開始した。
　相続開始後において、当該土地建物の売買を行わなくても相続税を支払うのに
十分な現預金があることが判明したため、相続人である原告らは、平成 18 年 4 月


























請求ができる（国税通則法（以下、「通則法」という。）23 条 2 項 3 号、国税通
則法施行令（以下、「通則令」という。）6 条 1 項 2 号）。原告らは、これらの規
定を挙げた上で、申告書提出前に解除権が行使された場合にも ､ 解除後の事実
に基づき申告できるというべきであると指摘した。そして、本件解除は約定解






















平成 18 年 2 月末日までに本件土地建物の入居者全員が退去した時点で ､被相続































であるとした上で、その価額は、評価通達によれば、1 億 3044 万 4451 円（内、












あるとした上で、その価額は、本件売買代金である 1億 7087 万円から、受領済み
の手付金の額 1700 万円を控除した 1億 5387 万円となると主張した。
　また、仮に本件売買契約に係る課税財産が本件各土地建物であるとしても、そ
























によって解除され ､又は取り消されたこと」（通則令 6条 1項 2号）といったやむ









































除であったから、「解除権の行使によって解除され」た（通則法 23 条 2 項 3 号、
通則令 6条 1項 2号参照）場合に該当し、本件解除の遡及効（民法 545 条 1 項）は、
本件における課税関係に影響を及ぼすことになると述べた。すなわち、「本件売買



























税評価額計 1億 3044 万円との間に著しい格差は認められないと述べ、同通達によ
らないことが正当として認められる特段の事情は認められないとして、本件各土
























がおそらく一般的であったのではないかと思われる (4)。昭和 61 年最判の原審東
京高判昭和 56 年 1 月 28 日行裁例集 32 巻 1 号 106 頁（以下、「昭和 56 年東京高判」
という。）及び第 1 審東京地判昭和 53 年 9 月 27 日訟月 25 巻 2 号 513 頁も、この
(2) 解除権の行使による解除の効果は、民法 545 条 1 項に明文はないものの、判例は、契約締結
時に遡って発生し、解除された契約は遡及的に効力を失うと解している（大判大正 6年 10 月 27
日民録 23 輯 1867 頁、同大正 8 年 4 月 7 日民録 25 輯 558 頁等。なお、最判昭和 51 年 2 月 13 日
民集 30 巻 1 号 1 頁も、同項の原状回復義務の内容を解釈するに当たり、「解除によって売買契
約が遡及的に効力を失う」と述べている）。判例、学説の状況については谷口知平＝五十嵐清編『新
版注釈民法 (13) 債権 (4)』（有斐閣、補訂版、2006）874 頁以下〔山下末人〕参照。
(3) これに対し、佐藤孝一「判批（本判決）」税務事例 44 巻 6 号 1 頁（2012）〔11 頁〕は、契約解



































て相続税の課税財産となるのは、売買残代金債権 2939 万 7000 円（……）である
(5) 関根稔「土地所有権移転請求権の評価」税法学 380 号 7 頁（1982）。
(6) 高梨克彦「判批（昭和 56 年東京高判）」シュトイエル 235 号 5 頁（1981）。
(7) 樋口哲夫「判批（昭和 56 年東京高判）」別冊ジュリスト 79 号 111 頁（1983）。
(8) 田中治「相続財産の取得とその評価」日本税法学会創立 40 周年記念祝賀税法学論文集 89 頁
（1991）。


























(10) 田中・前掲注 (8)91 頁。
(11) 田中・前掲注 (8)91 頁。
(12) 長谷川編・前掲注 (1)360 頁。






















　この点について本判決は、更正の請求に関する通則法 23 条 2 項 3 号及び通則令













ア　(1) で述べた手続に関する問題については、東京地判昭和 60 年 10 月 23 日行


















　　これに対し裁判所は、「国税通則法 23 条 1 項 1 号が過誤に基づく過大な申告










と解することは、通則法 23 条 1 項の文言に矛盾すること (15)、及び、②同条 2
(15) この点について昭和 60 年東京地判は、被告主張の手続を経るべきと解した場合、当初の合意
解除の事実を反映させない申告について更正の請求を認めるのであるから、当初の申告は、課































(16) 岩﨑政明「判批（昭和 60 年東京地判）」判時 1194 号 192 頁（1986）。
(17) なお、畠山武道「判批（昭和 60 年東京地判）」自治研究 63 巻 10 号 131 頁（1987）〔137 頁〕は、
もし相続開始後に合意解除を悪用して税負担を免れるおそれがあるのであれば、その場合には
通常の更正処分で是正すれば良い旨指摘する。




































る。これに対し、岸田貞夫「判批（本判決）」TKC 税研情報 21 巻 4 号 122 頁（2012）〔129 頁〕は、
更正の請求による納税者の救済の機会が現状では著しく制限されている旨指摘し、その再検討
が必要であるとの見地から、本判決を支持する。






� 昭和 61 年最判の事案においても、2 つの下級審判決はどちらも相続財産を売
買の目的物である土地と解したから、その時価の評価が問題となった。特に、
昭和 61 年最判の事案では、売買の対象となった土地の相続税評価額が 2018 万






















(21) 相続税評価額および売買価額のどちらも、昭和 56 年東京高判の認定による。
(22) 金子・前掲注 (4)554-555 頁。






























































(24) 清永敬次『税法』（ミネルヴァ書房、第 7版、2007）33 頁。
(25) 清永・前掲注 (24)34 頁。
(26) 清永・前掲注 (24)34 頁。
(27) 清永敬次「判批（最判昭和 61 年 12 月 5 日判時 1225 号 56 頁）」判時 995 号 154 頁（1981）。






























(29) 田中治「税法通達の読み方」税研 23 巻 5 号 22 頁（2008）〔25 頁〕。
(30) 金子・前掲注 (4)104 頁。
(31) 清永・前掲注 (24)22 頁、金子・前掲注 (4)104 頁。
(32) 清永・前掲注 (24)154 頁。

































(35) そのような場合の一例として、最判平成 5 年 10 月 28 日税資 199 号 670 頁（原審東京高判平






















の事情を認めた。本判決が挙げた①②は、昭和 56 年東京高判が挙げたⅰ ⅱに対
応する内容となっており、かつ、これらの要素について同判決と反対の評価をし
た上で、本判決の事案について評価通達によらない評価が正当化される特別の事
情が存在しないと判断している。
　このようにみると、本判決は、従来の裁判例が示した枠組みを踏まえつつ、こ
れに抵触しない方法で妥当な結論を導き出したものということができるであろう。
むすびにかえて
　本稿では、売買契約による土地の所有権移転前に売主に相続が開始し、かつ申
告期限前に契約を解除した場合における相続財産の種類及びその課税価格につい
て検討を行った。
　まず、申告期限前に契約解除をした場合には、いったん契約解除の効果を反映
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させない申告書を提出しその後に更正の請求を行うという 2 段階の手続を踏むこ
となく、契約解除の効果を申告に反映させることができると考えるべきである。
申告の時点（申告期限が到来する時点）にはすでに、契約解除により所得等が消
滅している事実が判明しているのであるから、あえて納税者に煩雑な手続と過大
な経済的負担を強いる必要はないと考える。
　次に、売買契約によりいったんその価額が形成された土地建物について申告期
限前に契約解除があった場合、課税物件たる相続財産は土地建物であり、その課
税価格は相続税評価額により評価されるべきであると考える。相続財産が土地建
物となることは、契約解除の効果が相続税の納税義務に変動を及ぼすと考えられ
る以上、当然の結果と考える。また、課税価格については、売買契約によりいっ
たんその価格が形成されたからといって、価格の明確化が評価通達以外の方法に
より評価する特別の事情とはならないと考える。課税実務上、土地建物の評価は
一般的に評価通達により行われており、評価通達が事実上果たす機能は極めて大
きいことから、評価通達により評価した相続税評価額をもって課税価格ととらえ
るべきである。
